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1 はじめに
2 入力地震動の計算の過程に重大なミスがあることが判明
3 敷地地盤データの更新によって燃料加工建屋のゆれが増幅
4 再処理工場の地盤データを更新した場合にも同様の過小評
価が発見される可能性がある
5 日本原燃の技術的な能力と規制審査に望む態度の誠実性
について深刻な疑問が生じている
６ 地震基盤から解放基盤面までの地盤データについても、再
検討が必要である
７ 結論

本日のプレゼン内容
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1 はじめに

これがPS検層だ
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日本原燃の耐震性に

関する設工認申請につ

いて、規制委員会から

重大な問題点が指摘さ

れ、２０２１年８月３

０日の審査会合で、日

本原燃は問題点の指

摘を受け容れ、９月１

５日の規制委員会定

例会合においても、規

制委員会による所見が

討議された。そして、審

査がほとんど振出しに戻

るような事態となってい

る。
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2 入力地震動の計算の過程に重大な
ミスがあることが判明

▶六ヶ所再処理工場のウラン・プルトニウム混合酸化物（ＭＯＸ粉末）、貯蔵施
設の南側に隣接して、ＭＯＸ燃料加工工場（ＭＯＸ工場）の建設が予定され
ている。基礎版部分と地下の壁の一部が建設されたところで、福島第一原発事故
が起き、その建設は中断している。

▶日本原燃は、敷地内を走るf-1とf-2の２本の断層を境に、敷地の地盤を図１の
ように、「西側地盤」、「中央地盤」、「東側地盤」の３つに分けてモデル化し、耐震
計算をおこなっている。今回、ＭＯＸ工場の設工認で申請した燃料加工建屋は東
側地盤に設置される建設中断中の建屋である。

▶この建屋に対する入力地震動の計算の過程に重大なミスがあることが判明し、この
ことが、２０２１年９月１５日の規制委員会の定例審査会合において報告された
（甲D３６３、「日本原燃株式会社再処理施設及びＭＯＸ施設に係る設計及び
工事の計画の認可申請に関する審査の状況」)。
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図1
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PS検層の追加実施

▶再処理工場とＭＯＸ工場の敷地内には、地下の地質構造を調査するために

たくさんのボーリング孔があけられ、土壌のサンプル採取などがおこなわれている。

また、ボーリング孔を利用してPS検層という振動をつかった地下の探査も数多くお

こなわれている。

▶図２に白と黒の丸で示したものがPS検層の位置である。今回の申請にあたり、

PS検層を追加しておこなっており、燃料加工建屋の直下でも複数の、PS検層の

探査結果が取得されている。
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図2 〇見直し前のPS検層
●見直し後のPS検層
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日本原燃のごまかし

▶建屋の耐震性をみるために、基準地震動を入力する解放
基盤表面から建屋の直下および建屋の周辺の地盤がモデ
ル化され、地震応答解析がおこなわれる。燃料加工建屋の
地震応答解析を実施するにあたって、日本原燃は以前の設
工認のときの地盤モデルをそのまま採用して、地震応答解析
をおこなっていた。

▶３月１５日の審査会合で、規制庁から新たに取得した
PS検層によるデータを地盤のモデル化に使用していないこと
を指摘された。
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3 敷地地盤データの更新によって燃料
加工建屋のゆれが増幅

▶２０２１年６月２８日および８月３０日の審査会合の資料をみると、

基準地震動Ss-A（最大加速度７００Gal）に対する、新たに取得した

データを用いた地盤モデルでの解析結果としては、加速度、せん断力、曲

げモーメントいずれも、以前の地盤モデルの結果より大きな値となっている

(甲D３６４)。

▶図３のように建屋基礎版下での入力地震動の結果を見ても、建屋の

固有周期付近をはじめ多くの周期帯で従来の結果を上回っている。

▶図３で、見直し後の地震動を示す実線グラフが、見直し前の点線グラ

フを大きく上回っていることで、これを確認することができる。
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図3 見直し後の地震動を示す実線グラフが、
見直し前の点線グラフを大きく上回っている
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また，図４に示すよう
に、建屋の基礎版より
上部の最大加速度を
みると、見直し前と比
較して、４割ほど大き
な値が得られている。
それだけ、大きな地震
動が基礎版に入力さ
れるということである。

図4
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4 再処理工場の地盤データを更新した場合
にも同様の過小評価が発見される可能性が
ある

▶これは、極めて重大な事態である。

▶日本原燃は、ＭＯＸ燃料加工工場の燃料加工建屋の解析結果として

は検定基準以下におさまる見通しだ、と説明している。仮にそうだとしても、

機器・配管類の評価はまだされておらず、本件再処理工場本体の建屋と

配管・機器についての再評価はこれからである。

▶隣接する再処理工場の建屋の敷地地盤データについても、更新によっ

て建屋の基礎版における入力地震動の過小評価が見つかる可能性があ

る（甲D３６５ 上澤千尋 2021.12.1 『原子力資料情報室通信』

No.570 「検査ができない再処理工場・直下地盤がゆれを増幅するＭＯ

Ｘ工場」）。
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5 日本原燃の技術的な能力と規制審査に望む
態度の誠実性について深刻な疑問が生じている

▶この一連のやり取りは、いまのところ隣接するＭＯＸ燃料加工工場に関する問

題ではあるが、過誤を引き起こしたのは、日本原燃であり、本件再処理施設と共

通である。

▶規制委員会の審査会合や委員会の定例会議においても、このような初歩的な

ミスを見つけることができず、規制委員会から指摘された経緯について、当事者で

ある日本原燃の技術的な能力や審査に望む態度の誠実性について深刻な疑問、

疑念が指摘されている。
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2021年8月30日規制審査会合議事録
なぜ当初から原燃が、我々から言われなくても、こういうことを検
討して、しっかりとした設計をするというところに至ってなかったのか

「長谷川チーム長補佐 地盤モデルの話、これ地盤モデルというより、私はもうこれは

地盤モデルにおける物性値の使い方の問題だったんだろうというふうには思っている

んですけど。今日説明が11ページとか、12ページ辺りで説明がされてますけども、

結局これ当初の原燃の検討が、やっぱり相当甘過ぎたんじゃないかなというふうに

思っていて。

結局この皆さんやったのが、過去の設工認で使ったモデルを、それでもういいんだと

いうところで、入力地震動が大きくなってきて、さらには図がちっちゃいですけれども、

12ページには、赤い平均化したデータに加えて、青色の部分、これ使わなかったPS

検層の結果だろうと思うんですけど、こういうものがたくさんあるのに、そういうものを

全く無視してやってきたと。その結果、我々指摘して、いろいろ確認していくと、少な

くともＭＯＸの施設では、かなり大きな応答の差が出てきているということを、なぜ

当初から原燃が、我々から言われなくても、こういうことを検討して、しっかりとした設

計をするというところに至ってなかったのかというところが問題であったと。
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やっぱりこの時点で考えてはいけない

長谷川チーム長補佐

多分今の補足説明が、私の当初の問いに関する答えだったんだろうというふうに思い

ます。今、お二人が言われていたのは、真っ当な話なんですけど、その真っ当な話という

のを、ずっと我々がしてきたわけです。そして、ようやくこの時点で、原燃が自分たちの

言葉で言い始めた、やり始めたということですけど。今日繰り返し伝えておきますけれど

も、あくまでもこの話というのは、科学的な根拠の下に評価するということが重要であっ

て、過去の結果というのを流用したいという、その思いはあるのかもしれませんけれども、

それは決してやっぱりこの時点で考えてはいけない結果として、もしかしたら使えるのか

もしれませんけど、あくまでちゃんとしっかり今持っているデータを吟味するということが大

事だと思いますので、各施設ごとにしっかり地盤の条件というのを吟味して、その上で

科学的な合理的な範囲ということで、そばにあるものというのは、当然そんなに地盤の

状態が変わるわけでも、我々もないというのも分かっているんで、そういった合理的な

説明、ちゃんと根拠を持ってAとBは同じなんだ、でいいんだとかというところを、しっかり

やっていただきたい。
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こちらが指摘するまで本当に気がついて
いないということなのか

▶伴委員 こちらが指摘するまで本当に気がついていないということなの

か、それとも、社内では恐らく理解している人間はいるのだけれども、何か

組織内の連携が悪いためにこのような中途半端なことになってしまうのか、

▶長谷川チーム長補佐 過去のデータを用いたり、比較的簡単に、要するに時間

が掛からないような評価の仕方を取ってきているというのが割と共通的に言えるの

ではないかという印象がありまして、それは早く終わりたいがために、この程度でい

けるのではないかといった気持ちはあるのだろうと。これは多分ゼロではないのだろ

うという印象を受けています。その結果として、そういうことが頭の中にあるので、

しっかりしたデータの吟味とか、簡易式がいけないというわけではないのですけれど

も、それで評価できることがきちんと盛り込まれているのだろうかといった、そこまで

の吟味がやはり足りていない
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規制委員会の見解についてのまとめ

▶ここでは、規制委員会の見解として、日本原燃という企業体の安全軽

視の体質そのものが明らかにされている。これは、日本原燃が国に提出し

ている他の審査資料全般の信頼性に対する疑念、日本原燃の技術的能

力の欠如を明らかにしているといえる。

▶この議事録において、日本原燃側の立場を説明している赤司氏が終

始「九州電力」と名乗っていること、議事録にもそのように記載されている

ことは異様である。赤司氏の原籍は九州電力だとしても、日本原燃に出

向し、日本原燃の人間として審査会合に列席し、その立場で発言してい

るにもかかわらず、「日本原燃」と名乗らないのは何故なのか、自分は、こ

れほどでたらめな規制審査への対応を繰り返している「日本原燃」の同類

と見られたくないという深層心理のなせるところなのだろうか。
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６ 地震基盤から解放基盤面までの地盤
データについても、再検討が必要である

▶地盤モデルの妥当性が疑われるのは、解放基盤表面より上部だ

けに限らないはずである。

▶六ヶ所再処理工場およびＭＯＸ工場の場合、標高-3045m

の位置に地震基盤が設定されており、そこから解放基盤表面であ

る標高-70mまでの地質構造のモデルについても、あらたなPS検

層のデータに基づいて再検討をすべきである。

▶その場合には、想定される地震が従来のままであっても、基準

地震動自体が、いまより大きくなる可能性がある(甲D３６５)。
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７ 結論

▶地盤データの見直しだけで、ＭＯＸ工場建屋に対する入力地震動を１．４倍に引

き上げる計算結果が得られた。本件施設はぎりぎりの耐震設計で建設されており、基

準地震動に対して想定される地震による地震動にはほとんど余裕がなかった。新規制

基準のもとでの基準地震動の引き上げによって、さらに余裕はなくなっている。再処理

施設の重要設備の大半は高放射線下の環境にあり、検査も耐震補強もできない構

造となっている。

▶本件施設が基準地震動の過小評価の可能性があるだけでなく、想定されている地

震動にも耐えられない可能性がある。再処理工場について、日本原燃が、規制委員

会の指示にしたがって計算をした結果、機器に対する耐震安全性の欠如が明らかにな

り、規制委員会が設工認申請の認可をできないという結末もありうる。

▶現時点においては、本件訴訟における結論を出すような段階ではない。しかし、基準

地震動や建屋に対する入力地震動に直接かかわる重大問題であり、基本的な設計に

係る問題である。
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